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奈 個 情 第 １ ８ 号 

令和２年９月１６日 

 

 

奈良市教育委員会 様 

（担当課 一条高等学校） 

 

 

奈良市個人情報保護審議会 

会長  佐々木 育子 

 

 

奈良市個人情報保護条例第１０条第２項の規定に係る 

諮問について（答申） 

 

 

令和２年７月１６日付け奈一高第４１５号で諮問のあった下記の件について、別

紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 

【諮問 ： 個情第０２－３号】 

「校務系・教育系システム」に係る電子計算機の結合について（諮問実施機関 教

育委員会一条高等学校） 
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（別紙） 

答申：個 情 第 ３ ２ 号 

諮問：個情第０２－３号 

 

答  申 

 

第１ 審議会の結論 

奈良市教育委員会が、学習教育支援アプリケーションを活用し、奈良市教育

委員会が管理する「センターサーバー」を利用し、当該センターサーバーと当

該サービス運営事業者が管理する当該クラウドサーバーをオンラインで結合し、

当該クラウドサーバー上で当該奈良市立高等学校の在学生の学習情報を取り扱

うことは、公益上の必要が認められ、かつ、本人又は第三者の権利利益を不当

に侵害するおそれがないと認める。 

 

第２ 対象事業の概要 

奈良市教育委員会（以下「実施機関」という。）は、学習教育支援アプリケー

ションについて、次のとおり説明した。 

 １ 学習教育支援アプリケーション 

⑴ 学習教育支援アプリケーションの活用の経緯について 

    実施機関では、平成２８年度から、学校で行うさまざまな教育活動や事務

のなかで、デジタル（ＩＣＴ）が得意な分野はデジタルに任せ、人“ヒト”

が行うべきことを教職員が担うことにより、学校教育の質の向上を図る取組

を進めている。この取組をとおして、人“ヒト”（アナログ）とＩＣＴ（デジ

タル）を効果的に組み合わせ、「スマートスクール（ＩＣＴ機器を活用する学

校）」を超えた「スーパースマートスクール」を目指しており、校舎内におけ

る無線アクセスポイントの設置などのインターネット環境の整備、全教職員

用への一人１台のタブレット端末の貸与などの環境整備を行っている。 

こうしたＩＣＴ環境において、学習教育支援アプリケーションを導入し、

生徒一人ひとりの学習履歴を蓄積するほか、当該サービス運営事業者のグル

ープ事業者が実施する模擬試験などのデータを分析し、個別最適化学習（ア

ダプティブラーニング）や、高大接続改革で必要となるポートフォリオを作

成することができると考えている。 

また、ＩＣＴ環境において、生徒の学習情報を教職員と生徒が共有しなが

ら利用することにより、新たな学習体制の確立を目指しており、その確立に

当たって、学習教育支援アプリケーションを活用し、生徒の学習情報を安全
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かつ簡便に蓄積及び活用し、新学習要領で示される「国家・社会の責任ある

形成者として、自立して生きる力を身につける」過程を実現させる授業を実

施できると考えている。 

  ⑵ 学習教育支援アプリケーションの概要 

    学習教育支援アプリケーションは、各々が端末上で操作した情報をクラウ

ド内に整理、蓄積し、必要に応じて情報を取り出して「振り返り」、「学習履

歴」や生徒、保護者へのアンケートや連絡ツールとしても活用し、最新の情

報を教職員、生徒、保護者が共有できるシステムであり、そのシステムの運

用に際しては、インターネット回線を利用して生徒の学習情報を事業者のデ

ータセンターを利用して収集、管理することで、生徒一人ひとりの学習成果

物及び学習履歴を経年的に把握し、各生徒の学習理解度に応じた指導を行う

とともに、教職員の指導方法等の向上を図ることできる。 

具体的には、学校で使うタブレット端末に宿題や小テストなどを配信する

クラウドサービスで、次のように生徒の学習を支援できる。 

ア 当該サービス運営事業者のグループ事業者が実施する学力テスト結果

をはじめとした成績データ、学習時間や進路調査の結果など、生徒の学び

に関する記録をひとつにまとめ多面的・総合評価への対応を支援する「ポ

ートフォリオ」機能を活用する。 

イ 教職員、生徒及び保護者間で生徒個別に、クラスごとに、また、学校内

全体で情報共有を行うことができる「コミュニケーション」機能を活用す

る。 

ウ 当該サービス運営事業者のグループ企業が実施する学力テスト結果をも

とに、生徒の得意・苦手に合わせて学習動画をリコメンドするなど、知識・

技能の効率的な習得を支援する「アダプティブラーニング」機能を活用す

る。 

エ 問題やアンケートを配信し、その場で集計結果を投影し、授業の振り返

りをピックアップし、生徒同士でコメントするなど、ＩＣＴを活用した主

体性を育む授業を支援する「アクティブ・ラーニング」機能を活用する。 

２ 個人情報の安全性の確保 

   実施機関は、学習教育支援アプリケーションを活用するに当たり、次のよう

な措置を講じることで、児童生徒に係る個人情報の安全性を確保しようとする

ものである。 

  ⑴ 個人情報の取扱いについては、データの保管は暗号化による保存、サービ

ス利用に当たっては、ＩＰアドレス制御並びに閲覧制限により個人情報の漏

えい防止を担保している。 



- 4 - 

 

  ⑵ 当該サービス運営事業者とそのグループ事業者は、次の内容の契約を締結

していること。 

ア 当該サービス運営事業者は、模擬試験のデータ等の目的外利用、複製、

第三者への流出、漏えいしてはならない。 

イ 学習教育支援アプリケーションのサービス提供にあたり、当該サービス

運営事業者と顧客間の紛争が生じたときは、当該サービス運営事業者が責

任と費用をもって解決に当たる。その紛争が模擬試験のデータ自体、又は

そのグループ事業者から当該サービス運営事業者への指示、その他そのグ

ループ事業者の責めに帰すべき事由に基づく場合は、そのグループ事業者

が自己の責任をもって紛争の解決にあたる。 

⑶ 当該事業者は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会認定によるプライ

バシーマーク制度のＪＩＳＱ１５００１の認定又は情報セキュリティマネジ

メントシステムの国際規格ＩＳＯ２７００１の認証を取得していること。 

 

第３ 審議会の判断 

当審議会は、実施機関が生徒に係る個人情報を適正に取り扱うために第２の

２⑴から⑶までの説明による措置を講じようとしていることから、実施機関が

学習教育支援アプリケーションを活用し、運用することについて、公益上の必

要があり、また本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれはないと認

めた。 

よって、当審議会は、冒頭の「第１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

 

第４ 付言 

当審議会は、諮問された本件事案については、公益上の必要があり、かつ、

必要な安全管理措置が講じられており、当該在学生又は第三者の権利利益が不

当に侵害されることはないと判断した。 

ただし、実施機関が学習教育支援アプリケーションを活用し、運用するに当

たっては、次の事項に留意し、在学生に係る個人情報の適正な取扱いを徹底す

るよう要望する。 

   当該サービス運営事業者と保護者・在学生との学習教育支援アプリケーショ

ンの利用期間が満了した後及びそのグループ事業者との模擬試験に関する契約

期間が満了した後の当該在学生の個人情報のデータに係る規定がなく、データ

がそれぞれ事業者のクラウド等で保有しているのであればその取扱い、保有す

る必要がないのであれば廃棄する等の規定を確認すること。 
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第５ 審議会の審査経過 

当審議会における審査経過は、次のとおりである。 

年 月 日 審 査 経 過 

令和２年 ７月１６日 実施機関から諮問を受けた。 

令和２年 ７月２２日 

 

令和２年度第２回審議会 

１ 実施機関から口頭による説明を受けた。 

２ 事案の審議を行った。 

令和２年 ８月２６日 令和２年度第３回審議会 

１ 事案の審議を行った。 

２ 答申案の取りまとめを行った。 

令和２年 ９月１６日 実施機関に対して答申を行った。 

 

○ 奈良市個人情報保護審議会委員 

氏  名 役 職 名 備  考 

荒牧  裕一 大手前短期大学教授  

石黒  良彦 弁護士  

杵崎 のり子 奈良学園大学客員教授  

佐々木 育子 弁護士 会     長 

浜口  廣久 弁護士 会長職務代理者 

 

 


